
パブリックコメント・地方説明会での意見概要（第３ＷＧ関係） 
 
 
 
１．計量標準関係 
・ 国家計量標準の整備は、鉄鋼連盟による計量標準整備など民間の努力に悪影響が及ば

ないように運用されるべき。 
 
 
２．計量トレーサビリティ（ＪＣＳＳ）制度関係 
・ 計量トレーサビリティ制度の普及（校正できるメニューを豊富にすること、料金を安

くすること、使いやすいサービスが提供されること）を促進するべき。 
・ 計量トレーサビリティ制度が求める校正・不確かさを用いた計量と、基準器検査など

法定計量制度が求める検査・検定との関係について、明確にされるべき。 
 
 
３．計量証明事業 
・ 計量証明事業の信頼性を担保するべき。特に、地方公共団体が発注し、入札で計量証

明事業者が受注している計量について、信頼性に係る懸念が多く表明された。この問

題への対応策として、発注者による外部分析機関（ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５認定機

関）を利用したクロスチェックの実施が提案された。 
・ 計量証明事業に係る行政処分や罰則を強化するべき。 
・ 経済産業大臣（（独）製品評価技術基盤機構に事務委任）が行う特定計量証明事業者

の認定に係る政令手数料は、民間が認定を行う実費と大幅に乖離している（安い）。

民間事業者である特定計量証明認定機関の認可手数料が、健全な運営ができるよう大

臣の認定手数料を見直すべき。 
 
 
４．全体 
・ 計量制度の広報に力を入れるべき。 
・ 計量トレーサビリティ制度、特定計量証明事業制度でＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５を求

めるのであれば、ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５の民間認定や、工業標準化法に基づく認

定も含め、一括して取れるようにするべき。 
・ 計量法が定める特定計量証明事業（ＭＬＡＰ）の基準と、環境省が定めるダイオキシ

ン類の環境測定に係る精度管理指針など、各省庁が、似た点もあるが異なる基準を作

っており、対応がたいへんなので、統一するべき。 

資料１ 



〔参考〕 

 

 

「計量制度見直しに係る地方説明会」の概要 

 

 

１．概要 

昨年７月より適正な計量の実施の確保を司る計量法を中心とする我が国計量行政のあ

り方について検討を進めているところ。計量制度関係者の皆様に見直しの検討状況につ

いて広く告知し、ご理解をいただくとともに、ご意見を聴取し今後の見直しの参考とす

ることを目的として、「計量制度見直しに係る説明会」を各経済産業局ブロックで開催

した。 

説明会では、計量行政審議会及び産業構造審議会の下部機関として設置した「計量制

度検討小委員会」での議論をまとめた計量制度検討小委員会報告書（案）等を説明した。

この報告書（案）は、５月２２日から６月２３日の間パブリックコメントに付したが、

さらに地方での説明会及び意見聴取を行おうとするもの。 

 

２．開催日及び参加状況（開催日順） 

 

  北海道 ８／ ４（金）１４：００～１６：００ （札幌市）   １２６名 

  九州  ８／ ８（火）１４：００～１６：００     

１６：１５～１８：１５ （福岡市）  計２５２名 

  東北  ８／２５（金）１３：００～１５：００     

１５：３０～１７：３０ （仙台市）  計１０２名 

  中国  ８／２９（火）１４：００～１６：００ （広島市）   １４０名 

中部  ９／２０（水）１３：００～１５：００ （名古屋市）  １４１名 

関東 １０／１２（木）１４：００～１６：００ （さいたま市） ４０２名 

四国 １１／ ６（月）１４：００～１６：００ （高松市）   １２３名 

近畿 １１／２８（火）１３：３０～１５：３０     

１６：００～１８：００ （大阪市）  計５４９名 

                              

計１，８３５名 

 

 


